
委託業務名 令和８年度県単治山（治山調査）朝倉測量設計業務委託

施 行 箇 所 静岡県　南伊豆町　下賀茂

 内　　　　容 1) 目的

2) 測量設計範囲 別紙平面図に示す箇所

3) 委託業務内容

　測量業務（渓間工測量）

踏査選点（渓間） 0.30 km

簡易中心線測量 0.30 km

簡易縦断測量 0.30 km

構造物計画位置横断測量（渓間） 2 横断

平面図作成 1 件

計画写真撮影 0.30 km

保全対象・全景写真撮影 1 式

　用地測量業務

地図転写 3 筆

資料収集 1 地区

調査地図作成 1 地区

調査地図（拡大図）作成 1 地区

　　打合せ協議 1 回 （中間）

　渓間工設計業務

治山ダム実施設計（本提2基） 1 式

　　打合せ協議 3 回 （着手、中間、完了前）

1 式

４） 成果品数

電子成果品 1 式

紙成果品 1 部

5) その他

12月中旬までに中間報告を行うこと。

その他不明な点は、監督員の指示に従うこと。

治山事業業務委託説明書

業務成果品作成費(予備・実施又は詳細設計)

　地質脆弱で流水による渓岸侵食が発達し、渓床に堆積した不安定土砂が流出して災害が発生する恐
れがあるため、山脚の固定と渓床の安定を図る目的で谷止工を設計する。



 治山技術基準解説　総則・山地治山編 　　　林野庁監修

 治山技術基準解説　防災林造成編

 治山技術基準解説　地すべり防止編

 治山技術基準解説　保安林整備編

 治山林道必携　積算・施工編

 治山必携　法令通知編　林野庁編

 静岡県治山必携　技術基準編

 静岡県治山必携　要領編

 ※　治山ダム・土留工断面表

 林道規定

 林道必携　(技術編)

 静岡県林道必携　(技術編)

※ 印は、使用に当たって、数値の取り方(h’･m･B･b)等に指示がある場合があるので、
必ず監督員に確認すること。

〃

備　 　 　 考制　 定・ 発　 行図　 　 　 書　 　 　 名

　農林土木業務委託共通仕様書設計業務等共通仕様書第３編森林整備保全設計編第１章設計業務等一
般第１条の参考図書は下記のとおり

令和４年６月発行

図　 書　 一　 覧　 表

令和６年２月発行

令和６年11月発行

令和６年11月発行

〃

  (社)日本治山治水協会

〃

令和６年４月改正

平成30年３月発行

令和７年８月発行

〃

林業・水産部

経済産業部

令和８年５月改正

令和４年６月発行

令和３年12月発行

平成11年９月発行

〃

日本林道協会

(財)林業土木ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ

経済産業部



特　記　仕　様　書

1   本業務は、電子納品対象業務とする。
　電子納品とは、調査・設計・工事などの各業務段階の最終成果を電子データにより
納品することをいう。
   ここでいう電子データとは、「土木設計業務等の電子納品要領（案）：（以下、「設計
要領」という。）」、「地質・土質調査成果電子納品要領(案)：（以下「地質要領」という。）
及び「デジタル写真管理情報基準（案）」に示されたファイルフォーマットに基づいて
作成されたものを指す。

2 　成果品は「設計要領」及び「地質要領」に基づいて作成した電子データを電子媒体
（CD－R）で２部提出する。「設計要領」及び「地質要領」で特に記載がない項目に
ついては、原則として電子データを提出する義務はないが、「設計要領」及び「地質
要領」の解釈に疑義がある場合は監督員と協議の上、電子化の是非を決定する。
   なお、電子納品の運用にあたっては、「電子納品運用ガイドライン（案）」、
「現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案）[設計業務編]」及び、
「現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案）[地質・土質調査編]」を
参考にするものとする。

3 　成果品の提出の際には、エラーチェックを行い、エラーがないことを確認した後、
ウィルス対策を実施したうえで提出すること。



適用
項目

明示が必要な場合 内容

12月中旬までに中間報告を行うこと。
着手時、中間、完成前の３回とする。

業務名

履行期間

受注者

発注機関

業務名

履行期間

受注者

発注機関

業務名

履行期間

受注者

発注機関

施設名

管理者名

内容

実施状況及び協議完了予定時期

施設名

管理者名

内容

実施状況及び協議完了予定時期

施設名

管理者名

内容

実施状況及び協議完了予定時期

交渉先

内容

実施状況及び交渉完了予定時期

交渉先

内容

実施状況及び交渉完了予定時期

資料名① 公図・登記簿

貸与予定時期① 業務着手時

資料名②

貸与予定時期②

資料名③

貸与予定時期③

指定部分

引渡し時期

引渡し理由

指定部分

引渡し時期

引渡し理由

使用する部分

使用する時期

使用する理由

使用する部分

使用する時期

使用する理由

業
務
①

明示項目 明示事項

A
 

具
体
な
設
計
条
件

1 設計条件・業務内容

○

打合せ協議（設計）

2 地元関係者との交渉

隣接又は関連する調査業務があ
る場合

B
 

隣
接
又
は
関
連
す
る
調
査
業
務

1 隣接又は関連する調
査業務

協
議
③

関係機関との協議

地元関係者との交渉が必要な場
合

業
務
②

必要に応じて記載 設計計画（渓間工）

業
務
③

資
料
①

資
料
②

D
 

貸
与
資
料
の
取
扱
い

部
分
使
用
①

部分使用

C
 

関
係
機
関
と
の
協
議
等

1 関係機関との協議を行う場合

協
議
①

協
議
②

貸与資料

約款第33条の規定に基づき部分
使用する箇所がある場合

E
 

部
分
引
渡
し
及
び
部
分
使
用
の
時
期

1 部分引渡し

2

交
渉
②

貸与資料がある場合

交
渉
①

　　　履　行　条　件　明　示　事　項
　　下記項目のうち適用項目○印該当欄は、当該業務に関する履行条件として明示するものである。
　　記載内容は、特記仕様書と同様の位置付けである。
　　なお、明示事項に変更が生じた場合は、監督員に報告し、協議するものとする。

部
分
使
用
②

約款第37条の規定に基づく指定
部分がある場合

引
渡
し
①

引
渡
し
②

資
料
③

1



 

 

個人情報取扱特記事項 

 

( 基本的事項)  

第１ 条 乙は、 こ の契約によ る 委託業務（ 以下「 本件委託業務」 と いう 。 ） を処理する ため

個人情報を取り 扱う に当たっては、 関係法令等の規定に従い、 個人の権利利益を侵害す

る こ と のないよ う 、 個人情報の適正な取扱いに努めなければなら ない。  

（ 責任体制の整備）  

第２ 条 乙は、 個人情報の安全管理について、 内部における 責任体制を構築し 、 その体制

を維持し なければなら ない。  

（ 責任者等の届出）  

第３ 条 乙は、本件委託業務における 個人情報の取扱いの責任者及び業務に従事する 者（ 以

下「 業務従事者」 と いう 。 ） を定め、 書面によ り あら かじ め、 甲に報告し なければなら な

い。 責任者及び業務従事者を変更する 場合も 、 同様と する 。  

２  責任者は、 本件特記事項に定める 事項を適切に実施する よ う 業務従事者を監督し なけ

ればなら ない。  

３  業務従事者は、 責任者の指示に従い、 本件特記事項に定める 事項を遵守し なければな

ら ない。  

（ 教育の実施）  

第４ 条 乙は、 個人情報の保護、 情報セキュ リ ティ に対する 意識の向上、 本件特記事項に

おいて業務従事者が遵守すべき 事項その他本件委託業務の適切な履行に必要な教育及

び研修を、 業務従事者全員に対し て実施し なければなら ない。  

（ 秘密保持）  

第５ 条 乙は、 本件委託業務の履行によ り 直接又は間接に知り 得た個人情報を第三者に漏

ら し てはなら ない。 契約期間満了後又は契約解除後も 同様と する 。  

２  乙は、 本件委託業務に関わる 責任者及び業務従事者に対し て、 秘密保持に関する 誓約

書を提出さ せなければなら ない。  

（ 派遣労働者等の利用時の措置）  

第６ 条 乙は、 本件委託業務を派遣労働者、 契約社員その他の正社員以外の労働者に行わ

せる 場合は、 正社員以外の労働者にこ の契約に基づく 一切の義務を遵守さ せなければな

ら ない。  

２  乙は、 甲に対し て、 正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負

う も のと する 。  

（ 再委託の禁止）  

第７ 条 乙は、 甲が同意し た場合を除き 、 個人情報の取扱いを自ら 行う こ と と し 、 第三者

にその処理を委託（ 以下「 再委託」 と いう 。 ） し てはなら ない。  

２  乙は、 個人情報の取扱いを再委託し よ う と する 場合又は再委託の内容を変更し よ う と

する 場合には、 あら かじ め次の各号に規定する 項目を記載し た書面を甲に提出し て甲の

同意を得なければなら ない。  

⑴ 再委託を行う 業務の内容 

⑵ 再委託で取り 扱う 個人情報 

⑶ 再委託の期間 

⑷ 再委託が必要な理由 



 

 

⑸ 再委託の相手方（ 名称、 代表者、 所在地、 連絡先）  

⑹ 再委託の相手方における 責任体制並びに責任者及び業務従事者 

⑺ 再委託の相手方に求める 個人情報保護措置の内容（ 契約書等に規定さ れたも のの写

し ）  

⑻ 再委託の相手方の監督方法 

３  前項の場合、 乙は、 再委託の相手方にこ の契約に基づく 一切の義務を 遵守さ せる と と

も に、 乙と 再委託の相手方と の契約内容にかかわら ず、 甲に対し て再委託の相手方によ

る 個人情報の取扱いに関する 責任を負う も のと する 。  

４  乙は、 再委託契約において、 再委託の相手方に対する 監督及び個人情報の安全管理の

方法について具体的に規定し なければなら ない。  

５  乙は、 本件委託業務を再委託し た場合、 その履行を管理監督する と と も に、 甲の求め

に応じ て、 その状況等を甲に報告し なければなら ない。  

６  再委託し た事務を さ ら に委託する こ と ( 以下「 再々委託」 と いう 。 ） は原則と し て認め

ない。 ただし 、 やむを 得ない理由によ り 再々委託が必要と なる 場合には、 第２ 項中の

「 再委託の内容を 変更し よ う と する 場合」 と し て扱う も のと する 。  

７  前項の規定によ り 再々委託を 行おう と する 場合には、 乙はあら かじ め第２ 項各号に

規定する 項目を 記載し た書面に代えて、 次の各号に規定する 項目を 記載し た書面を 甲

に提出し て甲の同意を 得なければなら ない。  

⑴ 再々委託を 行う 業務の内容 

⑵ 再々委託で取り 扱う 個人情報 

⑶ 再々委託の期間 

⑷ 再々委託が必要な理由 

⑸ 再々委託の相手方（ 名称、 代表者、 所在地、 連絡先）  

⑹ 再々委託の相手方における 責任体制並びに責任者及び業務従事者 

⑺ 再々委託の相手方に求める 個人情報保護措置の内容（ 契約書等に規定さ れたも のの

写し ）  

⑻ 再委託先における 再々委託の相手方の監督方法 

８  乙は、 甲の同意を 得て再々委託を 行う 場合であっ ても 、 再々委託の契約内容にかか

わら ず、 甲に対し て個人情報の取扱いに関する 責任を負う も のと する 。  

（ 取得の制限）  

第８ 条  乙は、本件委託業務を処理する ため個人情報を取得する 場合は、その目的を明確

にし 、 目的を 達成する ために必要な範囲内で、 適法かつ適正な方法によ り 取得し なけれ

ばなら ない。  

（ 目的外利用及び提供の禁止）  

第９ 条  乙は、甲の同意がある 場合を除き 、本件委託業務の履行によ り 知り 得た個人情報

をこ の契約の目的以外に利用し 、 又は第三者に提供し てはなら ない。  

（ 複写又は複製の禁止）  

第10条 乙は、 甲の同意がある 場合を除き 、 本件委託業務を処理する ため甲から 提供さ れ

た個人情報を複写し 、 又は複製し てはなら ない。  

（ 個人情報の安全管理）  

第11条 乙は、 本件委託業務を処理する ため収集、 作成し た個人情報又は甲から 提供さ れ

た資料に記録さ れた個人情報を漏えい、 紛失、き 損又は滅失（ 以下「 漏えい等」 と いう 。 ）



 

 

する こ と のないよ う 、 当該個人情報の安全な管理に努めなければなら ない。  

２  乙は、 甲から 本件委託業務を処理する ために利用する 個人情報の引渡し を 受けた場

合は、 甲に受領書を提出し なければなら ない。  

３  乙は、 第１ 項の個人情報を取り 扱う 場所（ 以下「 作業場所」 と いう 。 ） を特定し 、 あら

かじ め甲に届け出なければなら ない。その特定し た作業場所を変更し よ う と する と き も 、

同様と する 。  

４  乙は、 甲が同意し た場合を除き 、 第１ 項の個人情報を作業場所から 持ち出し てはなら

ない。  

５  乙は、 第１ 項の個人情報を運搬する 場合は、 その方法（ 以下「 運搬方法」 と いう 。 ） を

特定し 、 あら かじ め甲に届け出なければなら ない。 その特定し た運搬方法を変更し よ う

と する と き も 、 同様と する 。  

６  乙は、 業務従事者に対し 、 身分証明書を常時携行さ せる と と も に、 事業者名を明記し

た名札等を着用さ せて業務に従事さ せなければなら ない。  

７  乙は、 本件委託業務を処理する ために使用する パソ コ ンや記録媒体（ 以下「 パソ コ ン

等」 と いう 。 ） を台帳で管理する も のと し 、 甲が同意し た場合を除き 、 当該パソ コ ン等を

作業場所から 持ち出し てはなら ない。  

８  乙は、 本件委託業務を処理する ために、 作業場所に私用パソ コ ン、 私用記録媒体その

他の私用物等を 持ち込んで使用し てはなら ない。  

９  乙は、 本件委託によ る 業務を処理する パソ コ ン等に、 個人情報の漏えい等につながる

おそれがある 業務に関係のないアプリ ケーショ ンをイ ンス ト ールし てはなら ない。  

10 乙は、 第１ 項の個人情報を、 秘匿性等その内容に応じ て、 次の各号の定める と こ ろに

よ り 管理し なければなら ない。  

⑴ 個人情報は、 金庫、 施錠が可能な保管庫又は施錠若し く は入退室管理の可能な保管

室等に保管し なければなら ない。  

⑵ 個人情報を電子データ と し て保存又は持ち出す場合は、 暗号化処理又はこ れと 同等

以上の保護措置をと ら なければなら ない。  

⑶ 個人情報を電子データ で保管する 場合、 当該データ が記録さ れた記録媒体及びその

バッ ク アッ プデータ の保管状況並びに記録さ れた個人情報の正確性について、 定期的

に点検し なければなら ない。  

⑷ 個人情報を管理する ための台帳を整備し 、個人情報の受渡し 、使用、複写又は複製、

保管、 廃棄等の取扱いの状況、 年月日及び担当者を記録し なければなら ない。  

（ 返還、 廃棄又は消去）  

第12条 乙は、 本件委託業務を処理する ために甲から 引き 渡さ れ、 又は乙自ら 作成し 若し

く は取得し た個人情報について、 本件委託業務完了時に、 甲の指示に基づいて返還、 廃

棄又は消去し なければなら ない。  

２  乙は、 第１ 項の個人情報を廃棄する 場合、 記録媒体を物理的に破壊する 等当該個人情

報が判読、 復元でき ないよ う に確実な方法で廃棄し なければなら ない。  

３  乙は、 パソ コ ン等に記録さ れた第１ 項の個人情報を消去する 場合、 データ 消去用ソ フ

ト ウ エア等を使用し 、 通常の方法では当該個人情報が判読、 復元でき ないよ う に確実に

消去し なければなら ない。  

４  乙は、 第１ 項の個人情報を廃棄又は消去し たと き は、 完全に廃棄又は消去し た旨の証

明書（ 情報項目、 媒体名、 数量、 廃棄又は消去の方法、 責任者、 立会者、 廃棄又は消去



 

 

の年月日が記載さ れた書面） を甲に提出し なければなら ない。  

５  乙は、 廃棄又は消去に際し 、 甲から 立会いを求めら れたと き はこ れに応じ なければな

ら ない。  

（ 事故発生時の対応）  

第13条 乙は、 本件委託業務の処理に関し て個人情報の漏えい等があった場合は、 当該漏

えい等に係る 個人情報の内容、 数量、 発生場所、 発生状況等を書面によ り 甲に直ちに報

告し 、 その指示に従わなければなら ない。  

２  乙は、 前項の漏えい等があっ た場合には、 直ちに被害を 最小限にする ための措置を

講ずる と と も に、 前項の指示に基づいて、 当該漏えい等に係る 事実関係を 当該漏えい

等のあっ た個人情報の本人に通知し 、 又は本人が容易に知り 得る 状態にする 等の措置

を 講ずる も のと する 。  

３  乙は、 甲と 協議の上、 二次被害の防止、 類似事案の発生回避等の観点から 、 可能な

限り 当該漏えい等に係る 事実関係、 発生原因及び再発防止策の公表に努めなければな

ら ない。  

（ 立入調査等）  

第14条 甲は、 本件委託業務の処理に伴う 個人情報の取扱いについて、 本件特記事項の

規定に基づき 必要な措置が講じ ら れている かど う かを 確認する ため必要がある と 認め

る と き は、 乙に報告を 求める こ と 及び乙の作業場所を 立入調査する こ と ができ る も の

と し 、 乙は、 甲から 改善を 指示さ れた場合には、 その指示に従わなければなら ない。  

（ 契約の解除）  

第15条 甲は、 乙が本件特記事項に定める 義務を果たさ ない場合は、 本件委託業務の全部

又は一部を解除する こ と ができ る も のと する 。  

２  乙は、 前項の規定に基づく 契約の解除によ り 損害を被った場合においても 、 甲にその

損害の賠償を求める こ と はでき ない。  

（ 損害賠償）  

第16条 乙は、 本件特記事項に定める 義務に違反し 、 又は怠ったこ と によ り 甲が損害を被

った場合には、 甲にその損害を賠償し なければなら ない。  

 

 

注１  「 甲」 は実施機関を、「 乙」 は受託者を指す。  

 

 


